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１． はじめに 
 

近年水蒸気爆発を繰り返してきた口永良部島火山は，ここ数年で火山活動の活発化が懸念さ

れており，水蒸気爆発発生場を明らかにするための実験観測に適したフィールドである。最近の

活動の中心である新岳は，中央部が約100m陥没した直径200mほどの火口を有し，その東側に

は1945年，1980年の活動で形成された北北東－南南西方向に約500m延びる割れ目火口が見

られる。現在は，新岳火口縁およびその南方に位置する古岳火口内に噴気活動が認められる。

火山岩は中央北部山麓に玄武岩質溶岩流が見られる他は，輝石安山岩(SiO2: 54.31～60.68%) 

が大半を占める 1,2)。 

1996 年 3～6 月および 1999 年 8～10 月には，山頂部で地震が多発し，1999 年 11 月には口

永良部島東方海域においても群発地震が発生したが，噴火には至っていない。これまでの新岳

の水蒸気爆発の際には，前兆的な地震活動がほとんど記録されていない 3,4)ことを考えると，地震

観測だけでは活動の推移を予測することが困難であり，多項目の観測から総合的に爆発発生場

を把握する必要がある。本稿では，このような背景のもとに実施された地磁気連続観測について

報告する。 

 

２． 観測の概要 
 

地磁気全磁力観測は，図 1に示した山頂部の 3点で 2000 年 8月より行っている。火山を構成

する岩石には，地下からの高温の熱の供給によって，過去に獲得した磁化を失う性質(熱消磁) 

がある。本研究の狙いは，水蒸気爆発発生場への，岩石の磁化が失われるような高温の熱の供

給を，地表の磁場観測から捉えることにある。熱消磁が発生すると，日本で観測する場合，地磁

気は消磁領域の北側で増加，南側で減少する。本研究では，火山性地震の震源域 5)に対応する，

新岳火口直下深さ600m を中心とした半径100mの領域の磁化が失われた場合の磁場変化を想

定し，新岳火口北側の1点および南側の2点に磁力計を設置した 6)。2000 年冬に行われた臨時

観測により，これまでの震源域よりやや西側へ浅い震源分布が推定された 7)が，震源域での磁化

消失を仮定する限り，大きな全磁力変化が期待できる場所に磁力計が設置されていることに変わ
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りはない。 

測定には GEM systems 社製のオーバーハウザー磁力計(GSM-19) を用いた。GSM-19 は，

オーバーハウザー効果を利用した高感度・低消費電力の磁力計で，0.01nTの分解能と0.2nT の

測定精度を持つ。消費電流は，約2秒間の励磁時には105mA程度であるが，待機時には32mA

である。電力は，並列に繋いだ DC12V(45Ah) のカーバッテリ 2 個から 太陽電池(22W; 1.5A)で

充電しながら供給される。センサーは地表から約2mの高さに固定され，5分間隔で測定を行なっ

ている。測定データは内部メモリへ保存されるが，5 分サンプリングの場合，約 600 日間の連続記

録が可能である。また，毎日のデータ取得状況を確認するために，オーブコム(orbcomm)という衛

星通信サービスを利用して，毎時平均値を桜島の防災研究所火山活動研究センターへ転送して

いる 6)。 

図 2 には，衛星通信で送られてくる毎時平均値のうち，太陽活動の影響を受けにくい夜間(日

本時間 0～5 時)のデータのみを用いて平均した日平均値，気象庁地磁気観測所柿岡観測点に

おける全磁力夜間値平均値，および地球規模の地磁気擾乱の程度を表す指標の一つである Ap

指数 8)を示した。電源関係のトラブルにより A1 が，また，磁力計の不調により B1 が何度か欠測し

ているが，概ね良好なデータが取得できている。2001年春頃からは3点とも全磁力値が緩やかに

減少しているように見えるが，柿岡の全磁力もやや減少傾向にあるので，これは規模の大きな変
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動(例えば，永年変化)がベースにあると思われる。新岳南側の 2 点(C1, B1)では，柿岡に比べ減

少量が大きいように見えるので，火山活動に起因するローカルな変動が加わっている可能性もあ

るが，一般に観測される地磁気変化には様々な原因が複合的に絡み合っているので，この傾向

が火山活動に関係しているかどうか，また，いつ頃から変化しているのかについては，図 2 からは

定かではない。 
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図2．(上3段)：衛星通信により送られてきた全磁力データの夜間値平均値(0:00～5:00 JST)の時系列

プロット(2001年 12月 31日まで)。A1は新岳火口北，B1は古岳火口南，C1は新岳火口南の観

測点。エラーバーは標準偏差。(4 段目)：同期間の柿岡の毎分値データから作った全磁力夜間

値平均値。(最下段)：一日の地磁気擾乱の程度を表す Ap 指数。数値が大きいほど擾乱も大き

かったことを示す。 
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３． 参照データによる補正 
 

火山地域で観測される全磁力データには，大別すると，コアや地殻岩石の帯磁が起源のほぼ

スタティックと見なせる成分，電離層や太陽活動など地球外に起源をもつ成分，それに火山活動

に起因する成分が含まれていると考えられる。地球外に起源を持つ成分には，外部磁場変動と

その誘導成分が含まれるが，外部磁場変動は，近傍の2点ではほとんど差がないと見なせるので，

両者の差(地点差)を取ることによってある程度は取り除くことができる。しかしながら，誘導成分が

同じ場合は稀で，また，外部磁場変動も均一と見なせない場合があり，単純地点差を参照データ

などから補正する方法が多く試みられている。Davis et al. (1981)9)は，参照点の地磁気 3成分お

よび地点差算出に用いたデータを含むローカルな全磁力を用いて予測フィルターを作り，地点差

データの補正を行った。本研究でも，この方法を基に単純地点差の補正を試みた。 

地点差毎時値データ d(t)を，時刻 t の m時間前から l 時間後までの m+l+1 時間の参照データ

X(t-τ), Y(t-τ ), Z(t-τ ), T(t-τ )を用いて， 
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のように表現する。ただし，参照データ X(t), Y(t), Z(t)は参照点における磁場 3成分，T(t)はロー

カルな全磁力である。A(τ), B(τ), C(τ), D(τ)は，それぞれm+l+1 個の予測フィルターの係数で，各

地点差時系列に固有のものであるとする。δ(t)は参照データで表現しきれない残りの成分である。

まず，t = tj+1～tj+Nの N 時間分の地点差データ用いて A, B, C, D のフィルター係数を決定する。 
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を考え，(2)式が最小となるようなフィルター係数 A, B, C, D を最小二乗法により決定する。ここで，

dは tj+m+1≦t≦tj+N-lの地点差データベクトル，pは 4×(m+l+1)個のフィルター係数を成分にもつモ

デルベクトル，W は参照データから作られる(N-l-m)×(4×(m+l+1))の行列，WT はその転置行列

である。最小化の条件 

( ) 022 =−−=∇ W)p(WdW TT
p
s

                      (3) 

を適用すると，与えられたm, lについてモデルpが求められる。さらに本研究では，参照データ

として用いる X, Y, Z, T の成分数およびその組み合わせも可変とし，異なる m, l, [X, Y, Z, T]の

組み合わせの中から AIC10)を最小にするモデルを選択した。ひとたびフィルター係数が決まれば，

(1)式から単純地点差の定常的変動成分を除くことができる。 
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フィルター係数を決めるために用いるデータ区間は，図 2 において全磁力値が減少しているよ

うに見える 2001 年春以前のデータのうち，3 ヶ所同時に取得できた期間から選択した。図 3 は，

外部磁場擾乱の比較的大きな時期（Nov.2000）および比較的静穏な時期（Feb.2000）における全

磁力毎時値単純地点差のパワースペクトルである。両期間ともパワーの主なピークは，3 つの地

点差全てにおいて，ほぼ1日周期とその高調波周期（3時間程度まで）に見られるものの，磁場が

荒れている期間のスペクトルでは，特に短周期側でピークがはっきりせず，バックグラウンドのパワ

ーも大きくなっている。磁気嵐の際にしばしば観測される矩形的変動が影響していると思われる

が，このことは，磁気擾乱日と静穏日とではフィルター係数を変える必要があること，また，ピーク

を作る主な物理現象が 1日の太陽活動に起因する Sq と呼ばれる現象(Solar quiet variation)であ

るということを示唆する。最大ピークの周期が厳密には 24 時間ではなく，もう少し長周期側へ広が

っているので，Ｏ1(周期25.81924時間)やＭ2(周期12.42059時間)などの海洋潮汐に起因する成

分も含まれていると思われる。図 2 からもわかるように，磁気擾乱日よりも静穏日の方が圧倒的に

多いことや Sq が太陽活動の静穏日の現象であることを考慮すると，磁気的に静穏な期間のデー

タを用いてフィルター係数を決定し適用する方が，複数のフィルターセットを使用するよりも実用

的だと考えられる。 

図 4 に，予測フィルター推定のために用いた単純地点差（(1)式の d(t)）と推定されたフィルター

係数より計算された予測値（d(t)-δ(t)）を示す。用いたデータは，図 3 でスペクトルを示した磁気的

に静穏な 2001 年 1 月 31 日 17 時から 2 月 18 日 5 時までの 421 時間の時系列毎時値データで

ある。参照データには，柿岡の地磁気3成分毎時値およびC1の全磁力毎時値を用いた。図3よ

り 1 日以上の周期にピークは見られないので，m, l それぞれの探索する範囲を 0～30 までとし，

参照データ[X, Y, Z, T]の中から 1 成分以上を用いる任意の組み合わせ 15 通りについて(3)式を

解き，得られた31×31×15個のモデルの中からAICを最小にするモデルをフィルター係数として
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採用した。表 1に最適モデルのm, l の値および参照データの組み合わせを示す。図4を見ると 3

つの地点差ともに残差はほぼ±1nTの間で予測できているが，C1・B1では，日変化成分が他の2

つに比べて大きいためか RMS 誤差がやや大きい(表 1)。 

図 5 には，図 4 で示した地点差データとその予測値のパワースペクトルを示す。一番残差の大

きかった C1－B1 では，十数時間の周期や 3 時間より短周期側でフィッティングが悪い。また A1

－B1 では，他の 2 つの地点差に比べパワーの大きい周期 4 時間より短周期側であまりデータを

表現できていない。恐らく，A1 と B1の距離が他の地点差間の約 2倍あることに起因するためで，

両方の場所で短周期成分が同一と見なせず，単純地点差では十分に取り除けていないというこ

とを示唆している。A1－C1, C1－B1 が全ての参照データを用いるのに対し，A1－B1 では，柿岡

の Y 成分（東西成分）を使わず，参照する過去のデータ数が少ないモデルが最適となったことも

両観測点の位置関係に因っていると考えられる。 

 

４． 全磁力変化 
 

図 2 で示した全データ期間に対し，決定したフィルター係数を用いて(1)式により予測した後，

毎時値から夜間平均値を作った結果を夜間値単純地点差とともに図 6 に示す。欠測期間と重な

るためはっきりしないが，A1－C1およびC1－B1については，2001年 4～5月頃からそれぞれ観

図 4．(各段上図)：フィルター係数決定に用いた 2001 年 1 月 31 日 17:00 から 2 月 18 日 5:00 までの

全磁力毎時値地点差データ(d(t):黒丸)および推定したフィルター係数を用いて(1)式から予測し

た結果(d(t)− δ(t):白丸)。(各段下図)：データと予測値との残差(δ(t))。 
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測値が予測値から外れ始めている。また，A1－B1 についても 2001 年 7 月には既に予測値から

外れた変動を示している。図6最下段に示した両者の残差で見ると，A－C1やC1－B1では2001

年 4 月頃から，A1－B1 についても 2001 年 5 月頃から増加および減少を示している。すなわち，

新岳火口南のC1観測点がまず減少を始め，その後遅れて古岳南のB1観測点も減少し始めたこ

とを意味する。この時点では，あるいはA1観測点が増加を始めた可能性もあるが，図2の全磁力

値を見ると，A1 観測点に顕著な増加傾向が見えないので，その可能性は低いと考える方が妥当

であろう。その後は，C1 と B1 が異なる変化率で減少を続けるが，2001 年 10 月半ば頃までに A1

－B1 および A1－C1 がほぼ同じ変化量を示し，11 月終わり頃までは一旦その変化が止まった状

態で推移し，再び増加しているように見える。2001年3月以前のC1－B1の残差を見ると，最大で

も 1nT程度の振幅しかないので，2001年 8月頃からC1 と B1の減少率が逆転し，11月頃からは

ほぼ同じ変化率で減少していると考えられる。 

この間の火山活動を京都大学防災研究所の KUC 点 11)(新岳火口縁から西約 350m)の火山性

地震回数で見てみる。月間の地震回数が300個を超えた1999年10月の群発地震活動のピーク

を境に回数は徐々に減少し，2000 年 3 月以降は，群発地震発生以前よりはやや多いながらも月

間20～50個程度で推移していた。2001年2月頃からやや回数が増えはじめ，5月には1週間の

欠測期間があるにもかかわらず月 100 個を越える少し多い状態となった。6月以降は再び減少傾

向となり，8～9月には月40個程度まで減少したが，10月には100個，11月は 73個，12月は 65

個と依然やや多い状態が続いている。KUC観測点の地震回数は，2001年 3月 20日～5月 7日

の期間，観測系の更新や欠測等によりデータの整合性がないため，気象庁福岡管区気象台の A

点 12)(新岳火口縁から北北西約 100m)の 2001年の地震回数も参考にすると，やはり 2001年 2月

頃から増えた地震回数が 5 月に最多となっている 13)。その後の傾向も KUC 観測点と同様で，6

月以降は徐々に減り，10 月にやや多くなっているが，基本的には減少傾向にある 14)。つまり，全

A1 - C1

0.01

0.1

1

10

po
w

er

frequency [hour]

C1 - B1

frequency [hour]

A1 - B1

frequency [hour]

0.01

0.1

1

10

0.01

0.1

1

10

2510205025102050 25102050

predicted
observed

predicted
observed

predicted
observed
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磁力が C1, B1 点で減少し始めた時期は，1999 年の群発地震後，再び地震が増加した時期と一

致しており，地磁気変化が火山活動と関連している可能性がある。 

火山活動に起因する全磁力変化の原因には，本研究で想定している熱磁気効果の他には圧

磁気効果と界面導電効果が考えられる。全磁力変化が依然進行中であるので結論を出すのは

早計であるが，新岳火口周辺での繰り返し GPS 測量によれば，2000 年 12 月～2001 年 12 月に

かけて水平変動に顕著な変化は見られない 15)ことから，圧磁気効果による変化は考えにくい。ま

た，間隙水圧により駆動される流体流動が作る電流をソースとするので，観測されたような時間ス

ケールの大きな磁場変化を作るには，圧磁気効果と同様に地盤変動が観測されるはずである 16)

からここでは除外して考える。 

従って，地下の温度変化を反映した熱磁気効果であるとすれば，新岳火口の南側 2 点で減少

していることから，これは熱消磁的変動である。図 6で示した期間までに，C1, B1点における全磁

力減少量がほぼ同じであることを考えると，従来行なわれてきた等価磁気ダイポールソースによる

解釈では難しい。C1 が先行して変化しているので，温度上昇の中心は C1 点北側の新岳火口付

近直下と思われるが，その後 A1 をあまり変化させず B1 を C1 と同等に減少させるには空間的に

広がったソースを考える必要がある。現段階ではこの程度の定性的な解釈にとどまっているが，

岩石サンプルの温度特性や 2001 年 1 月 31 日に行なった空中磁気測量の結果 17)などを考慮し

て，時間空間的なモデル化を行なう必要がある。 

 

５． おわりに 
 

2000年 8月より口永良部島火山山頂部において地磁気全磁力の連続観測を行なっている。こ

れまでのところ，2001年4月頃から火山活動に起因すると考えられる地磁気変化が観測されてお

り，最近の活動火口である新岳火口付近直下を中心とする温度上昇で解釈するのが妥当である。

予測の難しい水蒸気爆発を繰り返した火山であるので，現在観測されている温度変化について

の時間空間的に詳細なモデル化を行ない，爆発発生場の挙動を明らかにしてゆく必要がある。 
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所の関係各所には，土地使用などに関してご協力をいただきました。解析に用いた参照点のデ
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鹿児島地方気象台に感謝申し上げます。本研究の経費の一部は，文部科学省科学研究費(奨

励研究(A): 12740261)，および東京大学地震研究所共同研究プログラム(2000－G－10)の援助

を受けました。 

 

図 6．(上 3 段)：2001 年 12 月 31 日までの夜間値日平均値の単純地点差(白丸)および参照データを

用いて計算したその予測値(黒丸)。(最下段)：データと予測値との残差。2 本の点線で挟まれた

期間は，図 4 で示したフィルター係数決定に用いたデータ期間に対応する。 
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